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現在、ドイツにおいては企業に対する刑事罰規定の導入が議論されている。

しかしながら法人処罰に関するドイツの規定は後進的である。現段階では連

邦議会レベルでは法人処罰について審議されていないが、ノルトライン・

ウェストファーレン州では、罰金等の刑罰と、補助金の対象除外や団体の解

散等の処分を含む草案が作成された。法人処罰との関係で一番問題となるの

は責任主義であり、基本法1条1項における人権保障を法人にまで拡張する

ことはできないものの、個別具体的な点については非常に争われており、さ

らなる議論の展開が望まれている。本講演は、このようなドイツの現状を踏

まえ、経済刑法の観点から企業コンプライアンスの意義を論じるものである。
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